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Grid-purlin system composed of RHS members are known to be effective to 
prevent buckling of the welded beams. In this paper, the joint strength of 
triangulation isogrid purlin is verified by the 2/3 scale experiment and the 
I-section beam restrained with isogrid purlin are studied. The ductility of 
the beams is analyzed using detailed FEM analyses. Their results are 
compared with the LSD's standard. 

 

 

1．序 

 角形鋼管を格子状に配置して屋根梁上フランジに溶接し，高い面

内剛性および耐力で屋根面を一体化する格子母屋工法は屋根梁に対

する横座屈補剛効果を有する 1)。近年では折板屋根を用いた屋根材仕

上げが一般化しており，屋根勾配直交方向にタイトフレーム設置用

材を配置した三角形格子状の母屋割付を有するアイソグリッド格子

母屋（写真 1，図 1）の需要が増加している。しかし，格子母屋と屋

根梁を接合する隅肉溶接は非破壊検査を行えない，応力集中を生じ

やすい等の理由から一般に信頼性が低く同格子母屋接合部の健全性

には懸念が残る。また，既往の研究 1)において一般格子母屋で上フラ

ンジ補剛された屋根梁は全塑性モーメントを超えることが実大繰返

し実験および有限要素法 2)（FEM）解析により示されているが，これ

らは斜格子状の母屋割付を有する一般格子母屋に対する検討であり，

アイソグリッド格子母屋により同様の耐力や塑性曲げ変形性能を示

すかは不明である。そこで本報では，まずアイソグリッド格子母屋の

接合部耐力を実験により検証し，次に同格子母屋で上フランジ補剛

された屋根梁の片曲げ塑性変形性能評価を FEM 解析により行う。 

 

2．アイソグリッド格子母屋接合部耐力試験および解析的検証 

2.1 接合部試験体 

 写真 1 にアイソグリッド格子母屋を使用した内部空間の例を，図 1

に接合部詳細を，図 2 にアイソグリッド格子母屋の基本構成と各部

最大寸法をそれぞれ示す。図 2 に示すように，アイソグリッド格子

母屋は三角形格子状の母屋割付であり，梁長 15.6 m 以内かつ梁間隔

6.5 m 以内の屋根梁に対して約 2.2 m 以内の間隔で H 型断面梁の上フ

ランジに溶接されることを想定する。写真 2 に示すような梁フラン

ジ上で母屋材が 6 本交差する接合部を抽出して実験する。 

 図 3(a)(b)(c)に各載荷方向の試験体を，写真 2 に X 方向試験体写真

をそれぞれ示す。載荷方向は X 方向を梁芯方向，Y 方向を母屋構面

内かつ屋根勾配直交方向，Z 方向を母屋構面外方向（フランジ面との

剥離方向）とする。試験体はばらつきを見るため各方向 2 体ずつ用

意する。実設計の 2/3 スケールでの縮小試験体として設計し，母屋断

面は□-100×100×3.2，梁断面は H-400×200×8×13 とする。各母屋端部

は H-150×150×7×10 で構成された口型冶具によって拘束される。図

3(d)に示すように，格子母屋と梁はフランジ拡幅板および補剛用 FB

を介して，母屋同士は母屋上面に溶接された接合プレートを介して

それぞれ隅肉溶接により接続する。隅肉溶接サイズは脚長 4 mm と

し，前面隅肉による割増を考慮して許容応力度内で設計する。実験は

変位制御の静的鉛直載荷により行う。載荷方法については，X 方向試

験体は球座により梁断面を 1 点載荷，Y 試験体は面内回転自由度を

有する門型冶具により梁側方を 2 点載荷，Z 試験体は同様の門型冶
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図 2 アイソグリッド格子母屋の最大寸法と実験抽出部 
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具により口型拘束冶具を 2 点載荷する。X および Y 試験体は下部を

固定，Z 試験体はピン支承に設置する。計測は，バネ式変位計を用い

て載荷点の変位を，ラム制御装置を用いて載荷荷重を，母屋および接

合 FB に貼付した 3 軸塑性ひずみゲージを用いて最大主ひずみおよ

び最大主ひずみ方向を計測する。ただし，X 方向試験体と Y 方向試

験体は，実験の安全上の都合で載荷時に偏心が無いように上下フラ

ンジにアイソグリッド格子母屋を取り付けており，本実験では設計

値に対する接合部耐力および変形性能についてのみ確認する。 

 

2.2 試験体に対応した FEM 解析モデル 

 前節の接合部耐力実験と並行して FEM による解析的検証を行う。

図 3 に解析モデルを示す。数値解析は汎用有限要素法解析プログラ

ム Abaqus2)にて行った。本解析では周辺冶具部を含む試験体全体をモ

デル化する。境界条件に関しては，境界治具の支持点を参照点として

剛体拘束し，実験を再現できるような境界条件とする。図 3(d)(e)に示

すように，要素は梁，拡幅板，補剛用 FB，球座，2 点載荷冶具およ

びピン冶具は 6 面体の 2 次ソリッド要素，溶接ビードは 5 面体の 2

次ソリッド要素，口型拘束冶具および台座型固定冶具は 4 辺形のシ

ェル要素とする。母屋およびに接合プレート関しては 4 辺形のシェ

ル要素で構築したモデルと，6 面体の 2 次ソリッド要素の 2 ケースで

それぞれモデル化する。材料特性は，試験体部分（図 3(a)(b)(c)の灰

色部）を弾塑性要素とし，一方で治具部分（同図の白色部）を弾性要

素とした。また，本解析モデルでは溶接による応力伝達を表現し，メ

ッシュを整然な形状とするため作成した各鋼板および溶接ビードは

結合拘束を介して構築する。接触部はペナルティ法によって設定し，

接触方向挙動を剛性倍率 1 倍とし，接触接線方向挙動は球座，ピン

冶具および 2 点載荷冶具の触れる部分は試行錯誤により摩擦係数

0.52 を設定し，それ以外の試験体部分は摩擦なしとする。 
 
2.3 材料の設定 

 図 4 に溶接部引張試験片を，表 1 に使用鋼材規格を，表 2 にビッ

カース硬さ試験結果を，図 5 に再現解析モデルで使用する非線形材

料特性を，表 3 に材料特性のパラメタ一覧を，図 6 に引張試験結果

およびその再現解析結果(荷重―標点間変位関係)をそれぞれ示す。接
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合部試験の FEM 解析を実施するにあたって，本検討では，まずビッ

カース硬さ試験から溶接材料の引張最大荷重を決定し，次に図 4 と

図 6 に示す溶接引張試験の荷重変形関係を再現するように FEM 解析

から溶接金属の材料特性を同定した。図 4 に示すように，溶接引張

試験片は SA440 の JIS 1B 号試験片の中央を切断し，開先を設けて溶

接した試験片 3 体を用いる。溶接引張試験では，溶接部中央付近で

の破断が確認された。ビッカース硬さ試験においては，ビッカース硬

さ HV から以下の式(1)を用いて引張強さ σu を，式(2)を用いて降伏荷

重 σy をそれぞれ算出する。γ (=0.7～0.8，1 層 1 パス)は降伏比である。 

 3.12 16u VH    (1) y u    (2) 

図 5(a)に示すように，溶接引張試験片の応力歪関係は表 2 に示すビ

ッカース硬さ試験による換算結果に合うように 1.3 倍することで，

図 6 に示すように，溶接試験の FEM 再現解析結果は引張試験の剛性

低下するタイミングを捉える。再現解析において耐力低下を生じな

い理由は，FEM 解析において溶接破断面き裂発生による断面低下を

モデル化できていないためである。溶接引張試験の再現解析におい

ては，溶接部に隣接する掴み部要素に図 5(b)に示す熱共溶部硬化の

影響を考慮した材料特性を与える。以上より図 5(c)(d)に示すように，

構成部材の非線形材料特性は Chaboche によるモデル化 3)を参考に以

下の式(3)により連続関数に近似したものを用いる。ここに，0 は降

伏点，C および は移動硬化則における骨格曲線の係数，Q および b

は等方硬化則の係数であり，それぞれ表 3 に示す通りである。また，

溶接部の材料特性は図 5(a)で同定した通りとする。 
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2.4 接合部実験結果および解析結果 

 図 7 に接合部耐力実験および FEM 再現解析による荷重―変位関係

を，図 8 に母屋局部座屈および溶接破断の箇所を，図 9 に母屋の局

部座屈性状を，図 10 に母屋最大主ひずみ値を，図 11 に溶接破断を

それぞれ示す。図 7 に示すように，実験における破壊性状は直交 3 方

向で共通し，まず母屋が局部座屈(白抜き黒丸)を生じ，次に最大耐力

を示すと同時に接合部隅肉溶接が破断(白抜き赤丸)，最後に母屋端

部と口型拘束冶具が離間(灰色抜き赤丸)して実験終了した。いずれ

も母材である母屋の局部座屈が接合部溶接破断に先行し，ある程度

の変形性能を示した。さらに，実験における溶接耐力は前面隅肉の割

増を考慮した設計値を超えた。なお，実験における溶接破断時期は Y

および Z 方向載荷については撮影した動画で確認し，X 方向載荷に

ついては初めて大きな金属音を観測した時としている。X 試験体 2 体

目では母屋端部と口型拘束冶具の離間を早期に生じたため溶接部の

破断を確認できなかった。また，接合部に作用する荷重は両面で差が

ないとし，載荷荷重を接合部の数で除して算出している。図 8 に示

すように，X と Y 方向では圧縮を受ける母屋が局部座屈を生じ，Z 方

向では大きなせん断を受ける水平母屋が局部座屈を生じる。その後，

X 方向では斜め母屋材が取り付く溶接が， Y と Z 方向では水平母屋

材が取り付く溶接がそれぞれ破断する。図 9 に示すように，母屋局

部座屈については実験と FEM 解析において同様の座屈性状が観察さ

れた。さらに，図 10 に示すように母屋溶接付近に貼付した 3 軸ゲー

ジによる最大主ひずみ値は FEM 解析モデルとよく対応しており解析

モデルは妥当であると考えられる。図 7，9，10 に示すように，FEM

解析においてソリッドモデルとシェルモデルで大きな差が見られな

いことから，次章以降は解析安定性の高いシェルモデルを用いる。図

11 に示すように，実験における溶接破断部周辺の最大主応力方向は，

溶接部に対して一定の角度を有しており前面隅肉の応力伝達を示し
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図 7 接合部実験および FEM 解析の荷重―変位関係 

図 9 接合部実験および FEM 解析の母屋局部座屈性状 

図 8 接合部実験における母屋局部座屈および溶接破断の箇所 
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ている。 

 

3．アイソグリッド格子母屋で上フランジ補剛された H 形断面梁の塑

性変形性能評価 

3.1 屋根梁解析モデル 

 図 12 にアイソグリッド格子母屋で上フランジ補剛された梁の解析

モデルを，表 4 に屋根梁解析モデル一覧を，図 13 と表 5 に母屋―梁

の断面組合せに対応した接合部仕様を，図 14 に梁に導入した形状初

期不整を，図 15 に梁に導入した残留応力を，図 16 と表 6 に屋根梁

解析モデルの非線形材料特性をそれぞれ示す。図 12 に示すように，

本解析モデルは水平力を受ける山型ラーメン構造の軒先から棟まで

の屋根梁 1 本を対象にモデル化する。梁長，梁間隔および母屋間隔

については想定のうち最大のものとする。母屋割付は，梁の横座屈変

形が最大となると想定される X2 通り周辺で横補剛について不利な

条件となるように，加力点上で斜め母屋が集合する割付とする。解析

は静的変位増分法で行う。加力点は同図(d)に示すように，柱頭パネ

ルゾーンと通しダイヤフラム内の梁芯上に設置した参照点に，下側

ダイヤフラムを剛体拘束して強制回転変位を与える。境界条件につ

いては，母屋端部を Y 方向（屋根勾配直交方向）のピンとし，梁は

単純支持で梁軸回りの回転は拘束する。接合部のモデル化では前章

再現解析のシェルモデルと分割方法や結合拘束等を同様とする。表 5

に示すように，解析モデルは実際に使われることの多い 17 種類の梁

―母屋の断面組合せとする。表 4，図 13 および表 5 に示すように，

解析モデル接合部は片曲げ下で曲率の大きい端部付近で前章の実験

により耐力を検証した補強仕様の接合部を用い，他接合部は基本仕

様とする。図 14 に示すように，梁には横座屈を模擬した捩れ形状の

初期不整を与える。図 15 に示すように梁には残留応力を導入する。

図 16 および表 6 に示すように，非線形材料特性は降伏点yを F 値の

1.1 倍とし，降伏棚を有する式(4)により関数近似して与える 4)。ここ

に，a は形状係数，b はヤング率 E と最大耐力u から算出される係

数，yは降伏ひずみ，stはひずみ効果開始ひずみである。 
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式(4)によって算出される公称応力Nと公称ひずみNを以下の式(5)に

より真応力tと真ひずみtに換算する。 
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溶接部は二次勾配がヤング率 E の 1/100 であるバイリニアとする。

強制変位点を含む柱頭およびダイヤフラムは弾性とする。 
 
3.2 アイソグリッド格子母屋付梁の FEM 解析結果 

 図 17 に梁端モーメント―回転角関係を，表 7 に塑性率一覧を，図

18 と表 8 に溶接部の応力集中箇所を，図 19 に梁の座屈性状を，図 20

と表 9 にアイソグリッド格子母屋構面の応力分布を，図 21 に母屋材
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の N-M 関係をそれぞれ示す。図 17 に示すように，アイソグリッド

格子母屋で上フランジ補剛された屋根梁の梁端モーメントは，片曲

げ下で梁の全塑性モーメント Mp を超え，安定した変形性能を示す。

初期剛性を保ったまま全塑性モーメントMpに到達するときの梁端回

転角pに対する梁端回転角 の比率を塑性率とすると，鋼構造限界

状態設計指針 5)（LSD）では全塑性モーメント Mpを割込むときの塑

性率が 3 以上で L-Ⅱ 区分，7 以上で L-Ⅰ 区分と定義されている。図

17 および表 7 に示すように，母屋―梁の組合せ 17 組のうち梁せいの

小さい 4 組が LSD の曲げ材区分における L-Ⅰ 区分以上，10 組が L-

Ⅱ 区分以上の塑性曲げ変形性能を示す。図 18 および表 8 に示すよう

に，最大主ひずみが最大となる箇所は各溶接部の角部となるが，Mp

を割り込むまで破断は生じないことを確認した。図 19 に示すように，

梁の座屈性状は梁断面が大きくなるに伴い下フランジの最大構面外

変形位置が端部から遠ざかり，梁断面が小さいときには梁端部局部

座屈による耐力劣化，梁断面が大きいときには横座屈による耐力劣

化，それ以外では連成座屈による耐力劣化を生じる。図 20 および表

9 に示すように，アイソグリッド格子母屋構面の応力伝達は，水平面

内力に関しては母屋構面全体がトラス効果による荷重伝達を行うこ

とで高い剛性を確保し，曲げによる面外力に関しては主に水平母屋

材郡が負担する。そのため，図 21 に示すように曲率が大きい端部付

近の斜め母屋は主に軸力を受け，一方で水平母屋は軸力と曲げを受

ける。 

 

4．結 
 アイソグリッド格子母屋を上フランジと一体化した屋根梁につい

て，接合部耐力試験および屋根梁の FEM 解析を通した塑性変形性能

評価を行った。本報で得られた知見を以下に示す。 

1) アイソグリッド格子母屋―梁上フランジ接合部の 2/3 スケール試

験体について直交 3 方向からの静的載荷実験を行い，接合部耐力

は前面隅肉による割増を考慮した溶接設計耐力を超える安定し

た塑性変形能力を有することを確認した。 

2) 同接合部は，母屋の局部座屈を生じた後，最終的に接合部溶接が

破断して破壊する。接合部溶接破断に母材である母屋の局部座屈

が先行し，ある程度の変形性能を示す。溶接破断箇所は一方向か

ら力が作用するとした場合，梁軸方向（X 方向）では斜め母屋材

が取り付く溶接が，母屋面内梁軸直交方向（Y 方向）と母屋を梁

から剥離する方向（Z 方向）では水平母屋材が取り付く溶接がそ

れぞれ破断する。 

3) 同格子母屋で上フランジ補剛された屋根梁に片曲げを作用させ

る有限要素解析において，実設計から決定した母屋―梁の断面組

合せ 17 組全てにおいて梁端モーメントは梁の全塑性モーメント

Mp を超える。さらに，格子母屋□-125×75×2.3（3.2）に対して梁

せい H-700 以下 6 組および格子母屋□-150×75×3.2 に対して梁せ

い H-800以下 4組による計 10組が鋼構造限界状態設計指針（LSD）

の L-Ⅱ 区分以上（塑性率 ≧ 3）の塑性曲げ変形性能を示し，格

子母屋□-125×75×2.3（3.2）に対して梁せい H-440 以下の 4 組が

L-Ⅰ 区分以上（  ≧ 7）の塑性曲げ変形性能を示す。 
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